
第 9 国民の安全のための 施策の推進 

医薬品安全対策については、 従来の製薬企業等を 通じた事後的な 対応のみならず、 

学会、 医療機関、 企業等との連携による 予測・予防型の 積極的な副作用対策を 実施 

するとともに、 医療機器審査の 充実・強化や 血液対策等を 推進する。 

また、 国民の健康保護の 観点から、 残留農薬基準の 策定や食品添加物の 安全性確 

認、 消費者等との 食品安全に関するリスクコミュニケーションの 充実、 輸入食品、 

健康食品の安全対策の 強化など食品安全対策を 引き続き推進する。 

あ わせて、 健康危機管理体制の 強化、 医薬品，医療機器産業の 国際競争力の 強化 

を図る。 

Ⅰ 医薬品・医療機器の 安全対策等の 充実 
1 2 2 億円 ( ] 2 8 億円 ) 

(1 ) 安全対策の充実・ 強化 5 . 5 億円 

0  重篤副作用疾患の 早期発見、 早期対応の推進 ( 新規 ) 4 4 百万円 

重篤な副作用の 早期発見、 早期対応のため、 関係学会等と 連携の上、 初期症状、 

典型症例、 診断法等を包括的にとりまとめた「重篤副作用疾患 別 適正対応マニュ 

アル」 (4 年間で 1 2 0 疾患 ) を作成し、 医療機関や患者等に 情報提供する。 

また、 計画的にリスク 因子の解明と 副作用の発生機序研究を 推進することによ 

り、 将来的には副作用の 発生を低減した 新薬開発を可能とするなど、 医薬品の安 

全対策について、 これまでの事後対応型に 加え、 予測，予防型の 積極的な副作用 

対策を展開する。 

0  小児に対する 薬物療法の質の 向上 ( 新規 ) 6 6 百万円 

小児用の適応・ 用法用量等に 関する情報が 必要な医薬品について、 学会や医療 

機関等と連携して、 処方情報や文献情報を 収集・解析し、 使用法の評価、 整理を 

行 い 、 製薬企業に承認申請等を 指導する (5 年間で約 t 0 (@ 薬剤 ) 。 

0  妊婦のためのクスリ 情報センタ一の 設置 ( 新規 ) 4 8 百万円 

新たに設置する「妊婦のためのクスリ 情報センター」 ( 国立成育医療センタ 一 

に設置 ) において、 服薬の影響を 心配する妊婦からの 相談業務を通じ、 妊婦の服 

薬情報とその 後の出生児への 薬の影響の有無に 関する情報を 収集・蓄積・データ 

べース化し、 服薬相談や添付文書の 改訂に活用する。 
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(2) 医療機器審査の 充実・強化 ] . 4 億円 

I T 、 バイオテクノロジ 一など多様な 最先端の技術を 用いた医療機器を 医療の場 

に迅速に提供するため、 医療ニーズが 高く実用可能性のあ る次世代医療機器 (5 分 

野 ) について、 審査時に用いる 技術評価指標等を 予め作成し、 公表することにより   

製品開発の効率化及び 承認審査の迅速化を 図る。 

(3) 血液対策の推進 8 億円 

輸血医療の一層の 安全性を確保するため、 健康な献血者を 確保し、 検査目的での 

献血を防止する 観点から、 献血者情報システムの 整備、 献血時の問診強化．複数回 

献血クラブの 設立などを推進する。 

(4) 薬剤師の資質向上対策の 推進 1 .  ] 億円 

医療の担い手としての 質の高 い 薬剤師を養成するため、 薬学教育 6 年制の移行に 

伴 う 実務実習に必要な 指導薬剤師の 養成や、 4 年制 卒 薬剤師に対する 知識・経験の 

更なる向上のために 研修の充実強化を 図る。 

2 

国民の健康保護のための 食品安全対策の 推進 
1 5 7 億円 ( 1 5 9 億円 ) 

(1 ) 食品衛生法に 基づく基準の 策定等の推進 1 7 億円 

0  食品添加物の 安全性確認の 計画的な推進 1 3 億円 

展 ぃ食 経験等を考慮して 使用が認められている 既存添加物について、 毒 ， 性 試験 

等の安全性確認を 計画的に推進する。 

さらに、 国際的に安全性が 確認され、 かつ、 広く用いられている 食品添加物に 

ついて、 必要な場合には 国が指定のための 安全性確認を 行う。 

0  残留基準未設定の 農薬等の基準策定の 計画的な推進 3 . 3 億円 

残留基準が設定されていない 農薬、 動物用医薬品等の 食品中への残留を 禁止す 

る措置 ( ポジティブリスト 制 ) の導入 ( 平成 t 8 年 5 月までに導入 ) に向けて、 

基準等の設定を 計画的に推進する。 

0  食品汚染物質の 安全性検証の 推進 4 6 百万円 

長期にわたる 摂取による健康への 影響が懸俳される 食品中の汚染物質のうち、 

重金属について、 各食品別の濃度や 摂取量を調査し、 安全性の精密な 検証を推進 

する。 
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(2) 消費者等への 情報提供の充実 3 6 百万円 

0  食品安全に関する 情報提供や意見交換 ( リスクコミュニケーション ) の 

充実 2 8 百万円 

食品安全に関する 施策についての 国民の理解や 信頼を構築するため、 的確な情 

報提供や消費者等との 意見交換会を 行うなど、 リスクコミュニケーションの 取組 

を 充実する。 

(3) 輸入食品等の 安全対策の強化 1 2 6 億円 

0  輸入食品の監視等の 強化 ] 9 億円 

輸入食品の過去の 違反状況、 危険情報等を 踏まえた輸入食品監視指導計画に 基 

づき検疫所で 行うモニタリンバ 検査の充実を 図るとともに、 輸入食品監視支援シ 

ステムの改善を 行うことにより、 検疫所における 業務の効率化を 図る。 

さらに、 食品衛生法に 基づく包括的輸入禁止規定の 発動が検討されている 輸出 

回 に対して、 食品衛生全般における 衛生状態及び 管理状態を確認し 必要な措置を 

求めるなど、 輸入食品の安全対策を 強化する。 

モニタリンバ 検査計画件数 平成 i 7 年度 7 6, 6 8 2 件 

0  健康食品対策の 充実・強化 7 3 百万円 

消費者が健康食品を 適切に選択できるよう、 正確かつ十分な 情報提供の方策を 

講じるとともに、 食品の健康保持増進効果等に 関する虚偽・ 誇大な広告に 対する 

監視強化を図る。 

さらに、 健康影響が懸俳される 安全性が疑わしい 健康食品については 成分分析 

等を行 う など、 健康被害を未然に 防ぐための対策の 充実を図る。 

0  食肉の安全確保対策の 推進 3 3 億円 

と畜場における R S R 検査の実施について、 引き続き特例措置として、 検査 キ 

ット に対する国庫補助を 行う。 

(4) 食品安全に関する 研究の推進 1 4 億円 

食品リスク分析による 衛生管理手法の 開発、 先端科学を融合・ 応用した検出技術 

の開発や健康影響についての 科学的根拠に 基づいた安全性に 係る調査研究など、 食 

品 安全に関する 研究を推進する。 

I 3  安全で良質な 水の安定供給 2 9 O 億 H(965 億円 ) 

0  水道施設の整備 9 0 0 億円 

すべての国民に 安全で良質な 水道水の供給を 行うとともに、 地震・渇水時にお 

いても安定的な 給水を確保するなど、 平成 1 6 年 6 月にとりまとめた「水道ビジ 

ョン」の実現に 向けた取組を 推進する。 
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Ⅰ 4  麻薬・覚せい 剤 等 対策の推進 g 億 H  (]4 億 H)  l 

0  青少年に対する 薬物乱用防止の 普及啓発 ( 新規 ) 2 0 百万円 

近年増加傾向にあ る MDMA 等錠剤型合成麻薬や 大麻の乱用に 対応するため、 

薬物乱用による 危険性の周知、 薬物犯罪に対する 規範意識の醸成等を 目的とした 

啓発資材を作成し、 薬物乱用の一層の 浸透が懸念される 青少年層を対象とした 予 

防啓発活動を 展開する。 

0  取締体制の強化 5.  7 億円 

インターネ、 ット の利用等により 潜在化，広域化する 薬物密売等に 対処するた 

め 、 取締体制を強化する。 

5  医薬品・医療機器産業の 国際競争力の 強化 
1 7 9 億円 (5 6 億円 ) 

( 1 ) 基礎研究の推進 6 3 億円 

0  先端的医療の 実用化、 治験等の臨床研究の 推進 2 0 億円 

基礎研究成果について 実用化の可能性を 探り、 患者に有用な 医薬品・医療技術 

等を提供する 機会を増加させるための 探索的な臨床研究、 先端技術の臨床応用に 

関する研究を 推進する。 あ わせて、 医師主導の治験を 促進するための 環境整備に 

ついても拡充を 図る。 

0  効果的医療技術、 萌芽的先端医療技術の 確立研究の推進 3 3 億円 

小児分野の標準的医療技術の 確立及び医薬品の 適正使用を推進する。 また、 民 

間企業との連携のもと、 トキシコ ゲ ノミタス技術やナノテクノロジーを 活用した、 

より安全かつ 効率的な医薬品・ 医療機器の開発に 資する研究を 推進し、 更にゲノ 

ム研究の成果を 活用してゲノムレベルでの 個人差を踏まえた 医薬品の効果及び 副 

作用を事双に 予測するシステムの 開発により、 最適な処方を 可能とする研究を 推 

進 する。 

0  身体機能の解析・ 補助，代替のための 機器開発の推進 1 0 億円 

ナノテクノロジー、 I T 、 バイオテクノロジ 一等の先端的要素技術を 効率的に 

組み合わせて、 生体機能を立体的・ 総合的に解析し、 補助・代替する 機能を持つ 、 

新しい医療機器の 開発を推進する。 
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(2) 独立行政法人医薬基盤研究所設立による 創薬基盤研究等の 推進 

1 1 6 億円 

平成 1 7 年 4 月に設立される 独立行政法人医薬基盤研究所において 実施される ゲ 

ノム科学、 たんぱく質科学等を 活用した基盤的研究、 生物資源研究及び 研究開発振 

興の推進により、 画期的新薬の 開発に結びっく 創薬基盤の整備を 図る。 

l 6  健康危機管理体制の 強化 2. ] 億円 (72 百万円 )   

0  国際健康危機管理 ネ、 ッ トワークの推進 7 2 百万円 

SAR S 等の新興感染症、 生物 剤 等によるテロ 事案による国民の 健康被害を最 

小限にするため、 ネ、 ッ トワーク強化研究事業及び 健康危機管理の 人材養成・効率 

的人材活用に 関する研究を 推進する。 

0  国立感染症研究所における 危機管理体制の 強化     4 億円 

国立感染症研究所において、 危機管理能力の 強化を図るため、 国内外での未知 

の感染症等発生時に WHO 等を枠組みとする 積極的・広範な 疫学調査チームへの 

参加、 対応及び調整を 行うとともに、 病原体のゲノム 情報の蓄積、 データベース 

化や科学的解析を 推進する。 
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第 7 0 その他 

l 1  国際社会への 貢献 9 2 6 億円 (271 億円 ) 

( 1 ) 国際機関を通じた 国際的活動の 推進 1 7 9 億円 

0  世界保健機関 (WHO) 等を通じた活動の 推進 1 0 6 億円 

世界保健機関 (WHO) 、 国連合同工イズ 計画 (UNA I DS) への拠出等を 

通じ、 SARS や鳥 インフルエンザ 等の新興・再興感染症、 エイズ、 結核等への 

対応や食品の 安全対策の国際的な 活動を推進する。 

0  国際労働機関 ( l 」 0) を通じた活動の 推進 7 0 億円 

国際労働機関 ( I LO) への拠出等を 通じ・労働者の 基本的な権 利の実現、 人 

材 育成等の国際的な 活動を推進する。 

(2) 開発途上国に 対する国際協力等の 推進 3 9 億円 

AS EAN 諸国等の開発途上国に 対し、 保健医療、 福祉分野への 支援、 労使関係 

の 安定化、 人材養成に関する 支援などの協力を 積極的に行 う 。 

  2 戦傷病者・戦没者遺族の 援護等 ( 戦後 60 周年関係事業の 実施 ) 
0 5 7 億円 (6 0 7 億円 ) 

0  戦没者等の遺族に 対する特別弔慰金の 支給 ( 支給事務経費 ) 4 億円 

戦後 6 0 周年という機会をとらえ、 国として弔慰の 意を表すため、 戦没者等の 

遺族に対する 特別弔慰金 ( 額面 4 0 万円の 1 0 年償還の国債 ) を支給する。 

0  戦傷病者等の 労苦継承事業 ( 仮称 ) の実施 6 億円 

戦傷病者及びその 妻等が体験した 労苦を後世代に 伝えることを 目的とした「 戦 

傷病者史料館」 ( 仮称 ) を設置・運営する。 

0  戦没者遺児による 慰霊友好親善事業の 拡大 3 . 2 億円 

戦没者遺児が 旧主要戦域の 住民との友好親善を 図りつつ、 広く戦争犠牲者の 慰 

霊追悼などを 行う事業について、 戦後 6 0 周年を迎える 平成 1 7 年度は参加する 

遺族と対象地域を 拡大する。 

0  全国戦没者追悼 式 にかかる国費による 参列遺族数の 拡大     2 億円 

毎年 8 月 1 5 日に実施する 全国戦没者追悼 式は ついて、 平成 l T 年度は戦後 

0 6 周年を迎えることもあ り、 国費による参列遺族数を 拡大する。 
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l 3  中国残留邦人等の 支援 l 6 億円 (1 7 億円 ) l 

0  自立支援通訳の 派遣期間の拡充 4 1 百万円 

永住帰国した 帰国者等への 自立支援通訳を、 医療・介護を 受ける場合には・ 5 

年目以降も派遣する。 

l4  原爆被爆者の 援護 1, 5 6 6 億円 (1. 571 億円 ) 

0  保健、 医療、 福祉にわたる 総合的な施策の 推進 1 , 5 6 6 億円 

原爆被爆者に 対する健康診断の 実施、 医療の給付及び 諸手当の支給のほか、 在 

外被爆者に対する 支援、 調査研究及び 国立原爆死没者追悼平和祈俳館の 運営等を 

つ 行 @ 

l 5  生活衛生関係営業の 指導及び振興の 推進 1 7 億 H(18 億 H)   

0  生活衛生関係営業の 振興のための 支援 ] 7 億円 

経営の健全化、 衛生水準の維持向上を 図るため、 全国生活衛生同業組合連合会 

等における経営革新、 消費者サービスの 向上や健康増進のための 自主的活動を 支 

援、 促進するとともに、 国民生活金融公庫 ( 生活衛生貸付 ) の融資内容の 充実等 

を図る。 

6 「 食育 」の推進 5 億円 (5. 6 億円 ) l 

0  国民健康づくり 運動を通じた「 食育 」の推進 4 億円 

糖尿病の予防に 重点を置いた 栄養指導マニュアルの 策定やボランティアによる 

食生活改善等を 推進する。 

0  「健やか親子 2 1 」による母子保健運動を 通じた「倉吉」の 推進 

2 3 百万円 

食を通じた子どもの 健全育成をねらいとした 乳幼児栄養調査の 実施など調査研 

究の推進を図る。 

0  消費者等とのリスクコミュニケーションを 通じた「倉吉」の 推進 

7 2 百万円 

食品の安全性に 関するシンポジウムの 開催など消費者と 双方向のコミュニケー 

ション等を通じて、 食品の安全性の 確保に関する 知識と理解を 深める。 
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7 ホームレスの 自立支援等基本方針を 踏まえた施策の 推進 

3 2 億円 (3 0 億円 ) 

0  自立支援事業の 充実等 3 ] 億円 

ホームレスの 自立を支援するため、 総合相談推進事業や 技能講習事業等を 実施 

するとともに 生活相談・指導、 職業相談、 健康診断等を 行 う 自立支援事業の 充実 

を 図る。 

0  ホームレス就業支援事業 ( 仮称 ) の創設 ( 新規 )     2 億円 

野宿生活を余儀なくされているホームレスのうち 自立の意思があ る者を対象に 

地方公共団体と 民間団体が連携を 図りつつ、 就業機会の確保を 図る事業を創設す 

る。 
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平成 1 7 年度厚生男付 省 予算案の主要事項一覧 表 

I 真 目 

第 1  生涯にわたり 元気 

で 活動的に生活で 
きる「明るく 活力 
あ る社会」の構築 

～健康フロンティア 
戦略の推進 

第 2  次世代育成支援 対 
策の更なる推進 

第 3  若年者を中心とし 
た 「人間 力 」強化 

の 推進 

第 4  雇用のミスマッテ 
の縮小のための 雇 
用対策の推進 

主 要 事 1 頁 

平成 16 年度 

予 算 額 

]  「働き盛りの 健康安心プラン」による 生活習慣病 

対策等の推進 

2  「女性のがん 緊急対策」による 女性の健康支援 対 
策の推進 

3  「介護予防 1 0 力年 戦略」による 効果的な介護 予 

防 対策の推進 

4  「健康寿命を 伸ばす科学技術の 振興」 

]  地域における 子育て支援対策の 充実 

2  多様な保育サービスの 推進 

3  子育て生活に 配慮した働き 方の改革 
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( 単位 : 百万円 ) 

平成 l7 年度 

予 算 案 

4, 940 

4 『 34g 

69.  762 

23 ， 633 

343 ， 706 

341, 015 

3, 649 

11, 649 

25, 755 

335, 137 
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  1 頁   目 
  

第 5  高齢者が生きが い 

を 持ち安心して 暮 
らせる社会の 実現 

第 6  障害者の自立支援 
の 推進と生活保護 
制度の適正な 実施 

  

7
 

9
 

8
 

第
 

第
 

第
 

  

安心・安全な 職場 
づくりと公正かつ 

多様な働き方の 実 
現 

安心で質の高 い 医 

療の確保等のため 
の施策の推進 

国民の安全のため 
の施策の推進 

主 要 事 項 

Ⅰ 持続可能 6 介護保険制度の 構築と関連施策の 推進 

2  高年齢者等の 雇用・就業対策の 充実 

3  持続可能で安心できる 年金制度の構築 

4  安定的で効率的な 年金制度の運営の 確保等 
く 加入適用、 保険料徴収，年金給付及び 年金相談の 
実施等 ノ 

1  障害者の地域生活を 支援するための 施策の推進 

2  精神障害者保健福祉施策の 充実 

3  障害者の雇用・ 就労支援と職業能力開発の 充実 

4  年金を受給していない 障害者への特別給付金の 
支給 

5  生活保護制度の 適正な実施 

Ⅰ 安心して安全に 働ける環境づくり 

2  多様な働き方を 選択できる環境整備 

3  公正な働き方の 推進 

Ⅰ 安心で質の高 い 医療提供体制の 充実 

2  新臨床研修制度の 円滑な推進 

3  感染症・疾病対策の 推進 

4  安定的で持続可能な 医療保険制度運営の 確保 

Ⅰ 医薬品・医療機器の 安全対策等の 充実 

2  国民の健康保護のための 食品安全対策の 推進 

3  安全で良質な 水の安定供給 

4  麻薬・覚せい 剤 等 対策の推進 

5  医薬品・医療機器産業の 国際競き力の 強化 

6  健康危機管理体制の 強化 

平成 16 年度 

予 算 額 
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項 目 

和 0  その他 

主 要 事 1 頁 

Ⅰ 国際社会への 貢献 

2  戦傷病者・戦没者遺族の 援護等 ( 戦後 6 0 周年関 

係 事業の実施 ) 

3  中国残留邦人等の 支援 

4  原爆被爆者の 援護 

5  生活衛生関係営業の 指導及び振興の 推進 

6  「 食育 」の推進 

7  ホームレスの 自立支援等基本方針を 踏まえた施策 

の 推進 

平成 16 年度 

予 算 額 
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